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※プロフィールと会社の業務紹介

佐藤　勝浩　（さとう　かつひろ）＜医療（業）コンサルタント一筋…2019.4.1より独立して38年目に突入＞

昭和34（1959）年9月29日

＊最近は物騒で…なおかつ個人情報になるのでこの部分の掲載は取り止めました＊

血液型：Ｂ型／星座：てんびん座／干支：亥年／興味ある事：街の散策に人間ウオッチング・ネタ探し、料理、下手なゴルフ
・可愛い孫と遊ぶこと ほか

氏　　　名

生 年 月 日

本籍地及び現住所

そ　の　他

経　　                                   歴

昭和 59 3 専修大学法学部法律学科を卒業

59 4 医薬品流通S企業に入社　医療システム研究グループに配属

※新卒から何も分からず医療経営コンサル部署へ配属➩医師会病院の開設等から今の基本部分を学ぶ➩主にマーケティング・

リサーチ➩「一人医師医療法人」にて各医師会へ講演巡回等➩当時はコンサルは不要な時代

平成 2 8 アメリカ・カナダ病院管理及び施設等視察に参加（14日間）

3 12 社団法人　日本医業経営コンサルタント協会の会員（運営）⇒現、公益社団法人

7 4
福井医科大学非常勤講師（薬理学教室）⇒福井大学医学部⇒講義内容「厚生行政と薬価制度」他
⇒　Ｈ24年3月に退任⇒16年間継続

※11年6か月在籍➩得たノウハウを試したく、また直に報酬に結び付ける仕事がしたく、連載や別冊作成も多く、日経BP社
（当時の専務）に転社先をお願いして、１回目の転社へ

7 10 会計事務所兼コンサルティングファームの入社：企画開発部次長として配属

※当時の代表者に引っ張られ、即入社➩大きな紆余曲折を経て、「医療経営指導部」を立ち上げ、➀医薬分業関係、➁機能評価

取得、③職員接遇、④アンケートなどのコンサル部隊を作る➩講演会・セミナー・執筆多数

➩公的病院等コンサル業務多数

16 3 日本医師会医療安全推進者の取得／海外視察②⇒ドイツ視察に参加（14日間）

16 4
学校法人川崎医療福祉大学　医療福祉マネジメント学科　非常勤講師／大学院ゼミ担当
➩「厚生行政一般」「病院機能評価と医療の質」「医薬分業と調剤薬局経営」「療養病床と病院経営」他
⇒在職中まで

16 4
経営コンサルティング部門統括及び取締役に就任（在職中の業務は多過ぎて省略する）➩最大30数名の部下／6部統括／3.5億

円

18 6
社団法人　全国訪問看護事業協会　平成17・18年度事業「管理者養成のあり方」の検討委員会の
委員（有識者）として任命・参画（委員長：山崎麻耶氏）

　 　
※11年在籍➩引っ張ってくれた先代の代表者が亡くなった翌年に退任・退職➩相談した社長から転社及び新規事業部立ち上げ
を言われ、独立を断念して３社目へ転社

18 10 株式会社パースジャパンに入社　経営コンサルティング部を新設及び部長で着任

※主に➀病院対象コンサル業務（M&A含み）、➁会社主催のセミナーを定期開催（年2～3回）、③営業支援、

④その他

19 2 「病院の業務管理項目」という書籍を執筆・発刊

26 2 病院建て替え（移転新築）講座（全４回）を実施、新社会システム研究所よりＤＶＤの発売

28 9 カンボジア（プノンペン市内）で「Sunrise Japan Hospital」の開院セレモニーの参列及び海外医療視察

31 3 12年6か月の在籍➩会社人生35年間でピリオドにして、19.4.1から新たに独立起業にてスタート（最終転機？）

年　　月

31 4 「内科クリニック」「㈱パースジャパン」他、地方の中小規模病院のコンサル顧問等を受託にてスタートする

令和 元年 5 起業への第一歩となる「Ａ＆Ｋメディコンサル．cｏｍ」の設立登記完了

1 10 兵庫県の精神病院の建て替えコンサル業務を受託

1 12
医療法人格の法人譲渡（M&A）の案件成約／「医療法人成り前、開業して3年目までの診療所の悩み」で
セミナー講師

令和 2 5 新型コロナ感染の拡大に関係するコンサル業務を複数受託➩資金対策等／「病院羅針盤」（産労総研）へ執筆

2 12 株式及び事業譲渡（介護事業所／M&A）を受託・成約➩翌年1月より事業所運営を行う

3 2 心疾患のため入院➩現在体調を調整をしつつ、一部業務を遂行中➩独立起業して3年目に突入

　 　 　 　

<作成年月日：2021年8月24日現在＞

（主 要 業 務） 

    １．医療機関の建て替え・移転新築に伴うコンサルティング支援 

    ２．医療機関の赤字体質及び悪習業務の改善・院内研修に伴うコンサルティング支援 

    ３．クリニック（診療所・医院）の新規開業コンサルティング 

    ４．クリニック（診療所・医院）の事務長代行顧問コンサルティング 

    ５．その他（指定管理者制度への支援⇒過去実績／医療機関Ｍ＆Ａ ほか） 







2 2016.8 医療法人社団 Ａ病院
120床（地域一般⇒15：
1／医療療養病床⑴）

岡山県
建て替えに伴うコンサルティング⇒2代

目が借入金と事業継承の決断できず

コロナ禍及び他理
由にて中断

4 2019.6

医療法人

（持ち分な

し）

Ｂ病院（精神

病院）
265床（精神病床／医
療療養病床⑴：35床）

兵庫県
病院建て替えに伴うコンサルティ
ング業務

コロナ禍及び他理
由にて中断

5 2021.10 医療法人社団 C病院
163床（一般：95床／地
域包括ケア36床／回
復期リハ32床）

埼玉県 全般的な経営コンサルティング顧問

株式会社Ａ＆Ｋメディコンサル．Cｏｍの創設後での病院案件

支援内容等 備考NO.
コンサルティ
ング開始

開設者別 医療機関等 病床規模 地域別



Ａ）3年目を迎えての新型コロナ感染と医療機関の動向
・中大規模病院及び公的病院は（単年度）黒字経営➡空床確保補助料➡条件変更で継続
・小規模病院は赤字経営／診療所は診療科目及び診療体制での格差
・調剤薬局はインフルエンザの流行なく…

Ｂ）2022年4月の診療報酬改定
・改定率➡診療報酬本体：＋0.43％ 薬価：1.35％ 材料等：0.02％➡実質：▲0.94％

（うち看護処遇改善：＋0.20％ 不妊治療特例：＋0.20％ 小児感染防止加算：▲0.10％）

・入院医療の評価と外来医療の評価

Ｃ）地域医療構想（2025年プラン）
・再検証対象医療機関：424病院➡2019.9／440病院➡2020.1／436病院➡2021.12
・「第８次地域医療計画」と「地域医療構想調整会議」
・病床削減及び統合に伴う財政支援

D）その他＜2017（平成29）年.4月：地域医療連携推進法人／Ｍ＆Ａ 他＞

１．本研修に関連する医療機関を取り巻く環境ＴＯＰＩＣ：背景



2022（令和4）年1月14日

令和4（2022.4）年度診療報酬改定の基本方針 2021（令和3）年12月10日

令和4（2022.4）年度診療報酬改定の諮問

令和4（2022.4）年度診療報酬改定の答申
（個別改定項目の点数あり短冊／点数なし短冊の案は1月下旬）

2022（令和4）年2月4日前後

令和4（2022.4）年度診療報酬改定の告示及び疑義紹介 2022（令和4）年3月4日以降

＜改定に当たっての基本認識＞

１．新興感染症等にも対応できる医療提供体制の構築など医療を取り巻く課題への対応

２．健康寿命の延伸、人生100 年時代に向けた「全世代型社会保障」の実現

３．患者・国民に身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現

４．社会保障制度の安定性・持続可能性の確保、経済・財政との調和

資料出所：厚労省「令和4年度診療報酬改定の基本方針と諮問書」



＜改定の基本的視点と具体的方向性＞

（１）新型コロナウイルス感染症等にも対応できる効率的･効果的で質の高い医療提供体制の構築

（２）安心・安全で質の高い医療の実現のための医師等の働き方改革等の推進

（３）患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現

（４）効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上

＜将来を見据えた課題＞

○団塊の世代が全て後期高齢者となる2025 年、団塊ジュニア世代が 65 歳以上の高齢者となる 2040 年と、高齢化の進展に併せて、
サービスの担い手（生産年齢人口）が減少する超高齢化・人口減少社会が到来している。また、地域包括ケアシステムの構築はもち
ろん、地域に生きる一人一人が尊重され、その可能性が最大限に発揮できる「地域共生社会」の実現に資する取組が求められてい
る。その際、「保険者とかかりつけ医等の協働による加入者の予防・健康づくりに関するモデル事業」も実施されているところであり、
今後、その結果や、かかりつけ医機能を含む外来機能の明確化・連携等を更に進めていく方策の検討等も踏まえつつ、地域資源の
実情に即した取組を推進すべきである。

○我が国の医療制度が直面する様々な課題に対応し、「全世代型社会保障」を実現するためには、診療報酬のみならず、医療法、医
療保険各法等の制度的枠組みや、国や地方自治体の補助金等の予算措置など、総合的な政策の構築が不可欠である。

○患者自身が納得して医療を受けられるよう、患者にとって身近で分かりやすい医療を実現していくとともに、国民の制度に対する納
得感を高めるため、政府において、診療報酬制度を分かりやすくするための取組を継続していくこと、また、国民に対して医療制度に
関する丁寧な説明を行っていくことが必要である。

資料出所：厚労省「令和4年度診療報酬改定の基本方針と諮問書」



（１）新型コロナウイルス感染症等にも対応できる効率的･効果的で質の高い医療提供体制の構築

～抜 粋～

〇医療計画の見直しも念頭に新興感染症等に対応できる医療提供体制の構築に向けた取組

〇医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価

⑴地域において急性期・高度急性期医療を集中的・効率的に提供する体制を確保する観点から、手術
や救急医療等の高度かつ専門的な医療に係る実績を一定程度有した上で急性期入院医療を実施する
ための体制について、新たな評価を行う。

⑵総合的かつ専門的な急性期医療を適切に評価する観点から、総合入院体制加算について、手術の実績
及び外来を縮小する体制等に係る要件を見直す。

⑶急性期入院医療の必要性に応じた適切な評価を行う観点から、一般病棟用の重症度、医療・看護必要
度について、必要度の判定に係る評価項目を見直すとともに、入院料について評価の在り方を見直す。

⑷重症度、医療・看護必要度の測定に係る負担軽減及び測定の適正化を更に推進する観点から、急性期
一般入院料１（許可病床数200床以上）を算定する病棟について、重症度、医療・看護必要度Ⅱを用
いることを要件化する。

⑸実態に即した評価を行う観点から、短期滞在手術等基本料について、対象手術等を追加するとともに、
要件及び評価を見直す。

⒂地域包括ケア病棟に求められる役割に応じた医療の提供を推進する観点から、地域包括ケア病棟入院
料の要件及び評価の在り方を見直す。

⒃地域包括ケア病棟について、一般病床及び療養病床の入院患者の特性の違いを踏まえ、それぞれの役割
に応じた医療の提供を推進する観点から、地域包括ケア病棟入院料の要件及び評価の在り方を見直す。

資料出所：厚労省「令和4年度診療報酬改定の基本方針と諮問書」



〇外来医療の機能分化等

⒄重症患者に対する効率的・効果的なリハビリテーションの提供を更に推進する観点から、回復期リハビ
リテーション病棟入院料の評価の在り方を見直す。

⒅回復期リハビリテーションの提供体制の充実を図る観点から、回復期リハビリテーション病棟入院料に
ついて、回復期リハビリテーションを要する患者の状態として、「急性心筋梗塞、狭心症の発作若しく
はその他急性発症した心大血管疾患の発症後又は手術後の状態」を追加する。

⒆患者のニーズに応じたリハビリテーションの提供を推進する観点から、特定機能病院において実施する
リハビリテーションについて、新たな評価を行う。

⒇医療法に基づく医療療養病床に係る人員配置標準の経過措置の見直し方針及び届出状況を踏まえ、療養
病棟入院基本料の経過措置の取扱いを見直す。

⑴外来機能の明確化及び医療機関間の連携を推進する観点から、紹介状なしで受診した患者等から定額負
担を徴収する責務がある医療機関の対象範囲を見直すとともに、当該医療機関における定額負担の対象
患者について、その診療に係る保険給付範囲及び定額負担の額等を見直す。

⑵「紹介受診重点医療機関」において、入院機能の強化や勤務医の外来負担の軽減等が推進され、入院医
療の質が向上することを踏まえ、当該入院医療について新たな評価を行う。

⑶外来機能の明確化及び医療機関間の連携を推進する観点から、紹介患者・逆紹介患者の受診割合が低い
特定機能病院等を紹介状なしで受診した患者等に係る初診料・外来診療料について、要件を見直す。

資料出所：厚労省「令和4年度診療報酬改定の基本方針と諮問書」



資料出所：2021.12.10「厚生労働省医政局資料」



資料出所：2021.12.10「厚生労働省医政局資料」



資料出所：2021.12.3「第2回地域医療構想及び医師確保計画に関するワーキンググループ」資料



資料出所：2020.10.21「第2 7 回地域医療構想に関するワーキンググループ」資料



資料出所：2021.12.10「厚生労働省医政局資料」



資料出所：2021.12.10「厚生労働省医政局資料」

県立西宮病院と西宮市
立中央病院の統廃合



２．医療機関（病院）の移転新築・建て替え計画

Ａ）病院の移転新築・建て替え計画のスケジューリング（工程表）

Ｂ）病院の移転新築・建て替え計画での６つのゾーン

Ｃ）移転新築・建て替え計画で６つのゾーン分けの意味

Ｄ）設計・監理業務及び施工業務の主な発注方式（基礎知識①）

Ｅ）施工（建設）業者の選定フローの一例（基礎知識②）

Ｆ）一病院における移転新築・建て替え計画での経営・運営の問題点整理



基 本 構 想

基 本 計 画

基 本 設 計

実 施 設 計

決 断
計画開始日

スタート

開 院（オープン）

ゼ
ロ
か
月

施 工

事業計画を含む

根 拠 付 け
（理 由 付 け）

（目的・目標の設定）

大事な時期：オープンから１か月⇒６か月
⇒１２ヶ月目（１年目）⇒３年後

＊借入金返済の経営圧迫を脱した時？＊

ゴール

プレスタート
何

ヶ

月
？

何

ヶ

月
？

何

ヶ

年
？

× 開院（オープン）でなく！

・計画の始まりはマイナス期間（ゼロヶ月前）を含めて検討

A）病院の移転新築・建て替え計画のスケジューリング（工程表）

作成：K.SATO



Ｂ）病院の移転新築・建て替え計画での６つのゾーン

ゼロヶ月 通常では１年～複数年

開

院

日

計
画
開
始
日

ゾーン Ａ ゾ ー ン Ｂ ゾーン Ｃ

ゾーン ＡＡ ゾ ー ン ＢＢ ゾーン ＣＣ

マイナスヶ月 開院して１年～３年後までが勝負

プレスタート スタート ゴール

作成：K.SATO

ハ

ー

ド

ソ

フ

ト



Ｃ）移転新築・建て替え計画で６つのゾーン分けの意味

ゼロヶ月 数か月～数十か月（年単位）

開

院

日

計
画
開
始
日

ハード面 ハード面 ハード面

ソフト面 プレ運営会議（ＰＯＰＪ）
資金繰りと事業計画
業務運用等の見直し
（ソフト面の検討）

少なくても◎◎ヶ月（１～３年間）マイナスヶ月

院内でのプロジェクト（ＰＪ）／会議体／委員会？？メンバー構成 経営・運営戦略メンバー

ソフト面のテーマ：「かかわり （関係 ） 」

病院とヒ ト （職員 ） との主な関係（かかわりトライアングル）

かかわり
（関 係）

計 画

運 用 経 営

①その進展していく計画

②新病院における運用

③現病院から新病院における経営

＜各理由・要点・要素は参考資料をご覧下さい！＞

経営・運営会議（ＭＯＰＪ）
業務の逐次見直し

プラスになる経営・運営





Ｆ）一病院における移転新築・建て替え計画での経営・運営の問題点整理



３．医療機関（病院）での統廃合のケースと動向

Ａ）医療機関（病院）の統廃合の流れと方式（手法）

Ｂ）統廃合の主な背景に伴う類型と手段

Ｃ）統廃合に向けての主な理由

Ｄ）統廃合での主なプロセス（２‐Ａで話したスケジュールの基本設計実施前）

Ｅ）統廃合における課題



1999（平成11）年 7月：国内でＰＦＩ（Private Finance Initiative）法➡半官半民方式
➡特定目的会社（ＳＰＣ）➡実情は民設公営方式とも言えた

2003（平成15）年 9月：改正地方自治法➡指定管理者制度➡公設民営方式
2005（平成17）年 3月：国内初のＰＦＩでの医療機関➡高知医療センター（5年で解消）
2007（平成19）年12月：「公立病院改革ガイドライン」（総務省）➡2015（平成27）年3月：新しく

➡2008（平成20）年度から「公立病院改革プラン」の作成
2010（平成22）年 3月：東京都立多摩総合医療センター（多摩医療ＰＦＩ：06～25年）
2011（平成23）年 6月：改正ＰＦＩ法➡「公共施設等運営権」

2014（平成26）年10月：「病床機能報告制度」の開始➡「医療介護総合確保推進法」
2015（平成27）年 4月：「地域医療構想」策定の開始➡「地域包括ケアシステム」の構築
2019（令和元）年 9月：再検証対象医療機関の公表
2020（令和 2）年 4月：病床機能再編支援事業（地域医療介護総合確保基金）の創設

※2000年始めから、私的（民間）ベースでは、「グループ化」「チェーン化」が広域で進展し、
公設民営方式だけでなく、Ｍ＆Ａと共に民設民営方式での統廃合も増えている

Ａ）医療機関（病院）の統廃合の流れと方式（手法）

※医療機関（病院）ぼ再
編成及び統廃合が加速
している➡地域医療提
供体制の維持の根底で
は、個々の医療機関（病院）
の存続を意味している

⑴公設民営方式➡指定管理者制度

⑵民設民営方式➡Ｍ＆Ａに伴う法人及び事業譲渡

⑶民設公営方式（半官半民）➡従来のＰＦＩとＳＰＣ

⑷公設公営方式➡公立病院改革プラン／病床機能再編支援事業



Ｂ）統廃合の主な背景に伴う類型と手段

⑴救済統合型

⑵経営基盤強化型

⑶病床機能（医療機能）再編型

①業務提携・業務支援

②系列化

③法人等合併

④譲 渡

Ｃ）統廃合に向けての主な理由

※急性期の基幹総合病院の新設

⑴経営難・経営破綻（患者の減少／病床稼働率の低迷）

⑵医師及び看護師不足並びにＰＴ・ＯＴを含むコ・メディカルの人材不足

⑶病床機能（医療機能）再編及び業務拡大（地域での病院の存続／医療連携）

⑷建物老朽化と建設投下資金不足（余剰資金と調達資金）

⑸地域医療構想に基づく国からのメッセージ



Ｄ）統廃合での主なプロセス（２‐Ａで話したスケジュールの基本設計実施前）

＜公設民営方式の一例＞

基本構想の策定

基本設計の実施へ

最終合意・協定契約書の押印

運用面での各取り決めを行っていく

１．統廃合を決断するまでの期間

２．統廃合での協議の期間

３．統廃合で合意に達する期間

基本及び事業計画

在り方委員会・検討会議➡関係
者が集まる定期会合➡事務局
の設置➡その検討メンバーは？

※状況によるが5～10年以

上を費やするケースが多く、
破談になる場合もある

事務組合及び企業団の設立

資料出所：医療施設経営安定化推進
事業「調査研究報告書」



Ｅ）統廃合における課題

⑴労務関係（処遇・規定等）の統一化

⑵診療報酬体系における施設・人員基準の統一化

⑶院内情報システム及び運用面での統一化➡各WGの設置

⑷医師補充及び大学医局との関係

⑸統合における費用負担とコストダウン

⑹地方自治体の場合はトップの駆け引きと思考

⑺そ の 他（病床削減ではなく、病床機能の再編で推し進める）



４．製薬企業及びＭＲの方が抑えておくシーンは…

Ａ．情報への感度（情報への臭覚）

Ｂ．幅広い顧客に対する知識力（知る力）

Ｃ．社会人としての座学とコミュニケーション力

５．その他（質疑応答を含め）

※先に頂いた質問・確認・その他のＩＤ1～11に関する内容は、本研修会のレジュメに概ね盛り込んで
あると思いますので、当日聞きたい点や疑問点があれば、当日又はメールにてお尋ね下さい。
但し「医薬品購入と返品の事例」に関する質問は、私の理解が及ばない質問にて申し訳ないですが、
本研修会では触れておりません。





※１つの医療機関（病院）統廃合の事例
（公設公営方式：救済統合型／病床機能再編型）

Ｄ）中東遠総合医療センター＝32診療科：500床（一般：496床／感染症：4床）
➡基幹総合病院として掛川市内に設置

Ｃ）主な期間：両市での検討開始2006（平成18）年
➡2009（平成21）年：両市での基本協定終結
➡2010（平成22）年：基本設計開始
➡2013（平成25）年5月開院
➡開院までの期間は約7年間

Ａ）静岡県掛川市と袋井市の市民病院の統廃合➡中東遠医療圏：人口47万人

Ｂ）掛川市立総合病院＝22診療科：450床
袋井市立袋井市民病院＝19診療科:400床 の統廃合
＜統廃合の理由：老朽化と病床稼働率の低迷と赤字経営の継続他＞

Ｅ）跡地活用：掛川市➡医療法人綾和会掛川東病院
＝病院病床：190床（他老健：100床／介護医療院：50床を併設）

袋井市➡袋井市立聖隷袋井市民病院（指定管理者制度の活用）
＝150床（一般／回復期／療養）

＊一般：850床➡病床機能再編をして合わせると840床＋αとなっている？！

2019（令和元）年8月：
開院6年目での単年度
経常黒字決算


